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平成30年度における子育て支援事業について 

 

①平成 30 年度における幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制について 

 
 

【平成 29年度からの変更点】 

 
 

 

H30.1.11現在
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入所児童(見込） 46 22 250

利用定員 6 100

入所児童(見込） 2 16 5 100

利用定員 5 85
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②平成30年度国予算案における幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進（案） 

 

○年収約360万円未満相当世帯（市町村民税所得割課税額77,100円以下）の保護者負担の軽減 

子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、平成30年度においては、年収約270～360万円未満

相当世帯について、保育料の軽減を拡充する。 

 

【教育標準時間認定（１号）を受けた子ども】 

年収約270-360万円未満相当世帯： 第1子(月額) 14,100円 第2子(月額) 7,050円 

 

 

年収約270-360万円未満相当世帯： 第1子(月額) 10,100円 第2子(月額) 5,050円 

 

国の基準（案） 

 
 

 

【平成 30年度の方針】 

保育料は国が定める上限額の範囲内で、それぞれの市町村が定めます。 

本市では、国の保育料負担軽減案の詳細が分かり次第、条例改正案を議会に上程する予定。 

 

 

 

※ ２階層　・・・　２子目以降は無料。

※ ３階層～５階層　・・・　２子目は半額、３子目以降は無料。
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階層区分 保育料

1 生活保護世帯 0

4
市民税所得割211,201円未満
（～年収約680万円）

20,500

5
市民税所得割211,201円以上
（年収約680万円～）

25,700


